
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 19日

上   場   会   社   名    小林製薬株式会社小林製薬株式会社小林製薬株式会社小林製薬株式会社 上場取引所 東 大

コード番号     4967 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 　　取締役本社統括本部長 大阪府

氏 名 　　田中　正昭 TEL (06) 6222 - 0210
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 19日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 － 年 － 月 － 日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 47,334 △ 49.2 7,135 △9.6 6,646 △7.7
12年 9月中間期 93,139 9.7 7,894 14.0 7,201 28.3
13年 3月期 177,803 13,086 12,127

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 3,526 △ 4.7 124.40
12年 9月中間期 3,703 33.2 130.65
13年 3月期 6,076 214.33
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期    28,350,000 株   12年 9月中間期    28,350,000 株   13年 3月期    28,350,000 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

13年 9月中間期 0.00 －
12年 9月中間期 0.00 －
13年 3月期 － 17.50

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 83,505 39,650 47.5 1,398.60
12年 9月中間期 106,081 35,002 33.0 1,234.65
13年 3月期 75,914 36,739 48.4 1,295.92
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期    28,350,000 株   12年 9月中間期    28,350,000 株   13年 3月期    28,350,000 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 91,000 11,300 5,800 12.50 12.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   204 円 59 銭 

経　常　利　益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

売   上   高 営　業　利　益

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益
１株当たり年間配当金



個別中間貸借対照表（資産の部）
 

             期  別     前中間期      当中間期      前    期

(平成12年 9月30日現在) (平成13年 9月30日現在) (平成13年 3月31日現在)

 科  目   金   額 構成比   金   額 構成比   金   額 構成比

      （ 資 産 の 部 ）      百万円     ％      百万円     ％      百万円     ％

 Ⅰ  流動資産   

１ 現金及び預金 3,396 2,501 3,739

２ 受取手形 13,130 4,646 11,882

３ 売掛金 29,030 20,102 8,983

４ 有価証券 6,664 1,664 4,093

５ 自己株式 0 0 0

６ 棚卸資産 10,038 6,413 6,410

７ その他 5,306 5,851 4,738

   貸倒引当金 △ 160 △ 18 △ 78

    流動資産合計 67,406 63.5 41,161 49.3 39,767 52.4

 Ⅱ  固定資産

１ 有形固定資産

   (1) 建物 7,709 6,618 6,829

   (2) 土地 8,738 5,749 5,749

   (3) その他 2,333 1,908 1,915

       有形固定資産合計 18,780 17.7 14,277 17.1 14,495 19.1

 ２ 無形固定資産

   (1) 商標権 31 82 30

   (2) ソフトウエア 419 448 420

   (3) その他 72 68 68

       無形固定資産合計 523 0.5 598 0.7 519 0.7

 ３ 投資その他の資産

   (1) 投資有価証券 4,616 2,161 2,327

   (2) 関係会社株式 3,501 18,190 11,960

   (3) 長期貸付金 165 138 144

   (4) 関係会社長期貸付金 6,099 3,815 3,593

   (5) 差入保証金 2,322 691 712

   (6) 事業保険積立金 759 565 576

   (7) 長期前払費用 135 176 176

   (8) その他 2,413 1,801 1,737

       貸倒引当金 △ 644 △ 71 △ 97

       投資その他の資産合計 19,371 18.3 27,468 32.9 21,131 27.8

  固定資産合計 38,675 36.5 42,344 50.7 36,146 47.6
     資産合計 106,081 100.0 83,505 100.0 75,914 100.0

個別中間財務諸表等
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個別中間貸借対照表（負債及び資本の部）

 

             期  別     前中間期      当中間期      前    期

(平成12年 9月30日現在) (平成13年 9月30日現在) (平成13年 3月31日現在)

 科  目   金   額 構成比   金   額 構成比   金   額 構成比

     （ 負 債 の 部 ）      百万円     ％      百万円     ％      百万円     ％

 Ⅰ  流動負債

１ 支払手形 10,328 2,342 3,271

２ 買掛金 32,893 11,357 8,786

３ 短期借入金 678 500 574

４ 関係会社短期借入金 1,128 886 2,059

５ 一年以内返済予定長期借入金 168 2,448 68

６ 未払金 10,885 11,337 12,613

７ 未払法人税等 3,892 2,727 2,517

８ 未払消費税等 198 214 435

９ 未払費用 1,945 309 2,379

10 預り金 131 38 140

11 返品調整引当金 215 190 116

12 賞与引当金 -  1,101 -

13 その他 95 142 297

  流動負債合計 62,561 59.0 33,595 40.2 33,261 43.8

 Ⅱ  固定負債

１ 長期借入金 137 4,688 137

２ 預り保証金 454 477 443

３ 退職給付引当金 6,916 4,206 4,280

４ 役員退職慰労引当金 1,009 886 1,051

     固定負債合計 8,517 8.0 10,259 12.3 5,913 7.8

   　負債合計 71,078 67.0 43,855 52.5 39,175 51.6

      （ 資 本 の 部 ）

 Ⅰ  資本金 3,450 3.2 3,450 4.2 3,450 4.5

 Ⅱ  資本準備金 4,183 3.9 4,183 5.0 4,183 5.5

 Ⅲ  利益準備金 275 0.3 330 0.3 275 0.4

 Ⅳ  その他の剰余金

   任意積立金 21,666 27,153 21,666

   中間(当期)未処分利益 3,756 3,577 6,129

     その他の剰余金合計 25,422 24.0 30,730 36.8 27,795 36.6

 Ⅳ  その他有価証券評価差額金 1,670 1.6 955 1.2 1,035 1.4

     資本合計 35,002 33.0 39,650 47.5 36,739 48.4

     負債・資本合計 106,081 100.0 83,505 100.0 75,914 100.0
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個別中間損益計算書個別中間損益計算書個別中間損益計算書個別中間損益計算書
  

 

             期  別       前中間期       当中間期       前    期

 自 平成12年 4月 1日  自 平成13年 4月 1日  自 平成12年 4月 1日

 至 平成12年 9月30日  至 平成13年 9月30日  至 平成13年 3月31日

 科  目     金   額 百分比     金   額 百分比     金   額 百分比

        百万円     ％         百万円     ％         百万円     ％

  Ⅰ   売上高 93,139 100.0 47,334 100.0 177,803 100.0

  Ⅱ   売上原価 62,483 67.1 22,290 47.1 119,855 67.4

         売上総利益 30,655 32.9 25,043 52.9 57,948 32.6

  Ⅲ   販売費及び一般管理費 22,760 24.4 17,908 37.8 44,861 25.2

         営業利益 7,894 8.5 7,135 15.1 13,086 7.4

  Ⅳ   営業外収益 1,227 1.3 1,073 2.2 2,855 1.6

  Ⅴ   営業外費用 1,921 2.1 1,561 3.3 3,815 2.2

         経常利益 7,201 7.7 6,646 14.0 12,127 6.8

   Ⅵ  特別利益 143 0.2 85 0.2 397 0.2

   Ⅶ  特別損失 177 0.2 290 0.6 1,222 0.6

         税引前中間（当期）純利益 7,166 7.7 6,441 13.6 11,301 6.4

         法人税、住民税及び事業税 3,800 4.1 2,748 5.8 4,936 2.8

         法人税等調整額 △337 △ 0.4 166 0.4 289 0.2

         中間（当期）純利益 3,703 4.0 3,526 7.4 6,076 3.4

         前期繰越利益 52 50 52

         中間（当期）未処分利益 3,756 3,577 6,129
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個別中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項個別中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項個別中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項個別中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項    

 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
（１）時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
（２）時価のないもの…総平均法による原価法 

      
子会社株式及び関連会社株式…総平均法による原価法 

 
２．ディバティブ等の評価基準及び評価方法 
    デリバティブ…時価法 
 
３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 
（１）商品、原材料    …移動平均法による原価法 
（２）製品、仕掛品、貯蔵品…総平均法による原価法 
 
４．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産…定率法 
      ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法 
（２）無形固定資産…定額法 
      自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 
（３）長期前払費用…均等償却 
 
５．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見積額を計上しております。 

（２）賞与引当金 
従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しております。 

（３）返品調整引当金 
返品損失に備えるため、返品損失見積額を計上しております。 

（４）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当中間期末に
発生していると認められる額を計上しております。 

（５）役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるため設定し、内規に基づく中間期末要支給見積額を計上しております。 

 

６．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
７．ヘッジ会計の処理方法 
（１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を
採用しております。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段     ヘッジ対象 
為替予約       外貨建債務及び外貨建予定取引 
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（３）ヘッジ方針 

外貨建予定取引に関して、為替予約を付し為替変動リスクをヘッジする方針であります。 
（４）ヘッジ有効性の評価の方法 

通貨関連の取引につきましては、ヘッジ対象の時価変動額とヘッジ手段の時価変動額を比較し、両者の変動額等
を基礎にして判断しております。 

 
８．その他財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理方法 
  税抜方式によっております。 

 
(追加情報) 
 
 従来、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を「未払費用」として表示していたが、リサー
チ・センター審理情報［Ｎｏ.15］「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」（平成13年2月14日 日本公認
会計士協会）が公表されたことにより、当中間会計期間より賞与引当金として表示することに変更いたしました。 



（個別中間貸借対照表関係）  

            期  別 前中間期 当中間期 前    期
  項  目 (平成12年 9月30日現在) (平成13年 9月30日現在) (平成13年 3月31日現在)

１．有形固定資産の減価償却累
計額        9,376百万円        8,848百万円        8,703百万円

２．担保資産
 (1)担保に供している資産
  定期預金           60百万円           60百万円           60百万円
  投資有価証券        1,710百万円          534百万円          588百万円
  建物           40百万円 -            4百万円
  土地          295百万円          190百万円          201百万円
        計        2,107百万円          785百万円          854百万円

 (2)担保資産に対応する債務
  買掛金及び支払手形        7,523百万円 - -
  短期借入金          250百万円          250百万円          250百万円
  長期借入金          206百万円          137百万円          206百万円
  (一年以内返済予定含む)

        計        7,979百万円          387百万円          456百万円

３．偶発債務 ①関係会社の金融機関よ ①     同    左 ①     同    左
  りの借入に対する債務
  保証
富山小林製薬(株) 富山小林製薬(株) 富山小林製薬(株)
         170百万円          140百万円          170百万円
小林製薬ﾌﾟﾗｯｸｽ(株) 小林製薬ﾌﾟﾗｯｸｽ(株) 小林製薬ﾌﾟﾗｯｸｽ(株)
         200百万円          138百万円          187百万円
日進印刷紙器(株) 日進印刷紙器(株) 日進印刷紙器(株)
         500百万円          500百万円          500百万円
すえひろ産業(株) すえひろ産業(株) すえひろ産業(株)
         536百万円          536百万円          536百万円
上海小林友誼日化有限公司 上海小林友誼日化有限公司 上海小林友誼日化有限公司
          68百万円           34百万円           78百万円
(株)健翔 (株)健翔 (株)健翔
         436百万円          381百万円          503百万円
  計   1,910百万円   計   1,730百万円   計   1,975百万円

②関係会社の取引先から ②     同    左 ②     同    左
  の仕入債務に対する債
  務保証
(株)健翔 (株)健翔 (株)健翔
         483百万円          405百万円          327百万円

(株)コバショウ (株)コバショウ
       1,253百万円        1,161百万円
  計   1,659百万円   計   1,489百万円

③輸出手形割引高 ③     同    左 ③     同    左
           2百万円            5百万円            2百万円

４．消費税等の取扱い   仮払消費税等及び仮受        同    左 －
消費税等は、相殺のうえ、
未払消費税等として表示
しております。

５．期末日満期手形   中間期末日満期手形の        同    左   期末日満期手形の会計
会計処理については、当 処理については、当会計
中間会計期間の末日は金 期間の末日は金融機関の
融期間の休日でしたが、 休日でしたが、満期日に
満期日に決済が行われた 決済が行われたものとし
ものとして処理しており て処理しております。当
ます。当中間期末日満期 期末日満期手形は次のと
手形は次のとおりであり おりであります。
ます。  
  受取手形 1,670百万円   受取手形   587百万円   受取手形 2,450百万円
  支払手形 2,850百万円   支払手形   696百万円   支払手形 1,884百万円

注 記 事 項
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（個別中間損益計算書関係）
            期  別 前中間期 当中間期 前    期

 自  平成12年 4月 1日  自  平成13年 4月 1日  自  平成12年 4月 1日
  項  目  至  平成12年 9月30日  至  平成13年 9月30日  至  平成13年 3月31日

１．販売費及び一般管理費のう
ち主要なもの
  販売促進費        1,812百万円        1,615百万円        3,551百万円
  運賃保管料        4,561百万円        1,897百万円        8,983百万円
  広告宣伝費        7,053百万円        6,820百万円       13,400百万円
  給料諸手当賞与        3,549百万円        2,508百万円        6,968百万円
  退職給付費用          263百万円          177百万円          541百万円
  減価償却費          164百万円          129百万円          325百万円
  賃借料          787百万円          622百万円        1,559百万円
  支払手数料        1,569百万円        1,425百万円        3,157百万円
  研究開発費          667百万円          786百万円        1,680百万円

２．研究開発費の総額
  一般管理費に含まれる
  研究開発費          667百万円          786百万円        1,680百万円

３．営業外収益のうち主要なも
  不動産賃貸料          615百万円          396百万円        1,236百万円
  その他賃貸料           29百万円           11百万円           56百万円
  有価証券売却益           27百万円            0百万円          257百万円
  受取利息          131百万円          139百万円          276百万円
  受取配当金          160百万円          326百万円          178百万円

４．営業外費用のうち主要なも
  売上割引          627百万円          441百万円        1,203百万円
  不動産賃貸原価          366百万円          182百万円          718百万円
  その他賃貸原価           28百万円           12百万円           56百万円
  棚卸評価廃棄損          613百万円          676百万円        1,552百万円
  支払利息           58百万円           20百万円           78百万円
  為替差損          106百万円           97百万円 －

５．特別利益のうち主要なもの
  貸倒引当金戻入益          143百万円           85百万円          230百万円
  固定資産売却益           －           －           24百万円
  関係会社営業譲渡益           －           －          141百万円

６．特別損失のうち主要なもの
  棚卸評価廃棄損          151百万円          201百万円          268百万円
  建物処分損            2百万円           10百万円           61百万円
  機械及び装置処分損            0百万円            8百万円            6百万円
  工具器具及び備品処分損            2百万円           57百万円           11百万円
  関係会社強制低下評価損           －           －          404百万円
  関係会社貸付金返済免除損           －           －          266百万円
  ｺﾞﾙﾌ会員権評価損           22百万円            2百万円           37百万円

７．減価償却実施額
  有形固定資産          543百万円          639百万円        1,320百万円
  無形固定資産           74百万円           88百万円          156百万円

7



8 
 

 

 

（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）    
前中間期 

自 平成１２年４月  １日 

至 平成１２年９月３０日    

当中間期 

自 平成１３年４月  １日 

至 平成１３年９月３０日 

前  期 

自 平成１２年４月  １日 

至 平成１３年３月３１日 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．借主側 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 
  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械及
び装置 1,792 754 1,037 

車輌運
搬具 958 453 504 

工具器
具及び
備品 

1,322 816 506 

その他 348 164 183 

合計 4,421 2,190 2,231 
  

  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械及
び装置 2,253 853 1,399 

車輌運
搬具 698 337 360 

工具器
具及び
備品 

504 294 209 

その他 243 170 72 

合計 3,700 1,657 2,043 
  

  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及
び装置 2,319 907 1,412 

車輌運
搬具 717 340 377 

工具器
具及び
備品 

887 701 186 

その他 251 153 97 

合計 4,176 2,102 2,074 
  

(2）未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 838百万円 

１年超 1,445百万円 

合計 2,284百万円 
  

  
１年内 617百万円 

１年超 1,467百万円 

合計 2,084百万円 
  

  
１年内 609百万円 

１年超 1,504百万円 

合計 2,114百万円 
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 
  

 百万円 

支払リース料 471 

減価償却費相当額 439 

支払利息相当額 29 
  

  
 百万円 

支払リース料 372 

減価償却費相当額 337 

支払利息相当額 25 
  

  
 百万円 

支払リース料 949 

減価償却費相当額 886 

支払利息相当額 58 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 
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前中間期 
自 平成１２年４月  １日 

至 平成１２年９月３０日    

当中間期 

自 平成１３年４月  １日 

至 平成１３年９月３０日 

前  期 

自 平成１２年４月  １日 

至 平成１３年３月３１日 

２．転貸リース 

 上記借主側のファイナンス・リース

取引には、全く同一の条件で、関係会

社に転貸リースしている取引が含まれ

ております。 

 なお、当該転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料中間期末残高相

当額は、次のとおりであります。 

２．転貸リース 

 上記借主側のファイナンス・リース

取引には、全く同一の条件で、関係会

社に転貸リースしている取引が含まれ

ております。 

 なお、当該転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料中間期末残高相

当額は、次のとおりであります。 

２．転貸リース 

 上記借主側のファイナンス・リース

取引には、全く同一の条件で、関係会

社に転貸リースしている取引が含まれ

ております。 

 なお、当該転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料期末残高相当額

は、次のとおりであります。 
  

１年内 37百万円 

１年超 0百万円 

合計 38百万円 
  

  
１年内 0百万円 

１年超 ─百万円 

合計 0百万円 
  

  
１年内 12百万円 

１年超 ─百万円 

合計 12百万円 
  

３．貸主側 

(1）リース物件の取得価額、減価償却

累計額及び中間期末残高 

３．貸主側 

(1)リース物件の取得価額、減価償却

累計額及び中間期末残高 

３．貸主側 

(1）リース物件の取得価額、減価償却

累計額及び期末残高 
  

 取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

中間期末
残高 
(百万円) 

工具器
具及び
備品 

38 33 4 

その他 22 19 3 

合計 60 53 7 
  

  

 取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

中間期末
残高 
(百万円) 

工具器
具及び
備品 

0 0 0 

その他 12 10 1 

合計 13 11 1 
  

  

 取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

工具器
具及び
備品 

44 40 3 

その他 24 22 1 

合計 69 63 5 
  

(2）未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 1百万円 

１年超 0百万円 

合計 1百万円 
  

  
１年内 0百万円 

１年超 ─百万円 

合計 0百万円 
  

  
１年内 0百万円 

１年超 ─百万円 

合計 0百万円 
  

（注）未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残

高及び見積残存価額の残高の合計額

が、営業債権の中間期末残高等に占

める割合が低いため、受取利子込み

法により算定しております。 

（注） 同左 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高及び見

積残存価額の残高の合計額が、営業

債権の期末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法により算定

しております。 

(3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 
  

 百万円 

受取リース料 2 

減価償却費 0 
  

  
 百万円 

受取リース料 0 

減価償却費 0 
  

  
 百万円 

受取リース料 3 

減価償却費 1 
  


